
東南 ア ジアと冷戦

1.研 究 組織

研究代表者:木 之内秀彦(京 都大学東南アジア研究センター ・助手)

研究分担者:石 井 修(一 橋大学法学部 ・教授)

藤原 帰一(東 京大学社会科学研究所 ・助教授)

松岡 完(立 命館大学国際関係学部 ・助教授)

五島 文雄(大 阪外国語大学外国語学部 ・助教授)

2。 研 究 のね らい ・目的

本研究は、重点領域研究 「総合的地域研究の手法確立」の主要研究項 目 「地域連関の論理」

に関連する課題と して、 「東南アジアと冷戦」という視角から戦後東南ア ジアを巡 る国際政治

史の再検討を試み、それを通 じて戦後東南アジアの地域形成に働いた域外力学の理解を深ある

と共に、冷戦 とそれへの同地域の対応 とい う相互交渉に着 目 しっっ戦後国際政治の文脈に東南

アジアを定位することを目的とす る。

戦後の国際政治史は もちろんのこと、それぞれの国内政治史です らも 「冷戦」を抜きに して

は語れないことは今や常識 と言ってよいが、東南アジアもその例外ではない。 それどころか、

米ソ両超大国の直接対決ではなかったにせよ、東南アジアは、ベ トナム戦争 という形で冷戦が

「熱戦」という極限にまで達 した数少ない事例の一っに数え られている。それはあくまで も地

理的には限定 された局地戦争に終始 したとはいえ、その含意 と衝撃は同地域に留まらぬ世界的

規模に及び、以後の同地域の政治ばか りか、国際関係の構図にも重大な刻印を押 した。と くに

「ベ トナム後遺症からの脱却」が今 日なお議論 されているアメ リカで、ベ トナム戦争に代表さ

れる東南ア ジァの冷戦が、政府だけでなく国民の隅々まで癒 しがたい精神的 トラウマとして痕

跡をとどめていることは周知であろう。また地域統合の試みの代表的事例 として知 られ、今日

ますます重要姓を高めっっあるASEANも 、もともとは東南 アジアの冷戦への対応策と して

の性格が濃厚であ った ことも想起 しなければなるまい。さらに最近まで流血を繰 り返 したカ ン

ボジアの内戦 も、そのそもそもの発端において冷戦の力学に翻弄 されていた事実を考えるな ら

ば、東南アジアはカンボジア紛争の処理という形で、米ソ対決が消滅 して以後 もなお冷戦の負

の遺産にごく最近まで悩まされ続けてきた地域の一っと言えよう。

しか し、このよ うに東南 アジアの冷戦の意味を語ることの重要性 はおそ らく広 く共有 されて

いるに もかかわ らず、それを本格的に解明する試みは従来わが国では乏 しかった。少数の研究

者による先駆的労作はあるものの、散発的、断片的となるか或いは地域的 ・時間的に極度に限
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定され るなど、全体的把握 に限度がみられた。

こうした過去への反省を踏まえ、本研究で は、1)1954年 ジュネーブ会議の再検証、2)ア

ジアの冷戦における英国の役割、3)冷 戦史の中のベ トナム戦争、4)世 界冷戦と局地冷戦、

5)冷 戦終結過程のイン ドシナ、以上5っ の角度か ら東南アジアの冷戦の全体像への接近 を図

ることを意図 している。これ ら5っ いずれ も東南アジアの冷戦 を語 る上で極めて重要 な視点で

あるにもかかわ らず必ず しもこれまで十分な研究が蓄積 されてきたとは言えないものばかりで

あるが、同時にまた これ らを検討するだけで東南アジアの冷戦の全容を網羅す ることは勿論で

きない。例えば、中国共産主義と東南アジアの共産主義の関係、中ソ対立が東南アジアに及ぼ

した影響、等に も目を配ることは本研究課題を論ずる上で絶対 に欠かせぬ作業 となろ う。従っ

て上記5つ の視角を基軸に据えっつ もそれにとらわれ ることな く、常に多様な視座を念頭 にお

くことが当然に要請 される。またこれ ら5つ の視角 自体、決 して固定的なものではな く、共同

で研究を進める過程で修正を施す必要 も或いは生 じて くるか もしれない。む しろそれは一つの

成果と して望 ましいこととも考える。

なお本研究では、東南ア ジアにとっての冷戦の意味 と、世界政治にとっての 「東南ア ジアの

冷戦」の意味の両方を絶えず意識 して研究 に当たることが、本研究班構成員全員の共通の了解

となっている。本研究参加者 は、東南アジアの冷戦を、単 にこの地に舞台を借 りただけの共産

陣営対自由主義陣営の対決 として片付ける見方 は採 らない。冷戦という域外政治力学の波及 と

その終息が、東南アジア内部の連関に如何なる作用を及ぼ したか、冷戦を通 じて同地域は世界

政治にどのように連関されたか、或いはされなかったか、 これを探ることも本研究の 目的だか

らである。

3.平 成5年 度 の研 究経 過

平成5年 度の研究活動と して研究会の開催 と意見交換、国外 ・国内での調査および資料収集

活動、等を行なった。

(1)研 究会および発表要旨

第1回 研究会および研究打 ち合わせ

報告者 木之内 秀彦(京 都大学東南ア ジア研究セ ンター)

論 題 「問題の所在 と確認:1950年 代初頭のイ ンドシナを手がか りに」

日 時 平成5年9月25日

場 所 京都大学東南アジア研究セ ンター
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[発表要 旨]1950年1月 に共産 中国と ソ連がホー ・チ ・ミン率いるベ トナム民主共和国(当

時)政 府、いわゆるベ トミン政府を承認 したことは中越ソが一枚岩的に団結 し、東南アジア全

域の共産化を狙 う第一歩であると西側 とくにアメ リカは見な し、激 しくそれ に反発 した。 しか

し中越 ソは、表面.ヒの一枚岩的団結 とは裏腹に相互に微妙に冷淡な関係 を保 っていたのであり、

それは公式に友好が開始 された1950年 当初か らもある程度観察できる。50年1月 中旬 ソ連 は国

連安保理事会に国府除名 と中共政府加盟 を求める決議案を提出 したが僅差で否決 され、 ソ連代

表はそれを不服 として長期間国連を欠席 した。 この当時国際社会の認知を念願 していた中共に

とっては、ベ トミンと交戦中のフランスの票の動 きが国連加盟を大 きく左右 していたが、ソ連

欠席によ り仏の票の如何に関係な く加盟の道 は遠のいた。中共加盟決議案が否決 され、仏の動

向に配慮する必要がな くなったその翌 日べ トミンが中ソに外交的承認の要請を送 った事実は示

唆的である。4日 後に中共はベ トミンを承認 したが、 これによって仏は中共への態度を極度に

硬化させ、中共の国連加盟と、中共が密かに願望 していた仏 との関係樹立の可能性は途絶えた

のである。当時の中共要人の乏 しい証言例の中に、仏との関係を悪化させてまでベ トミンと友

好を結ぶ ことが果た して賢明な選択であ ったかどうか、 と反省する発言が散見され る。

ところでソ連はベ トミンか らの承認要請があってか ら2週 間以上 もた った1月31日 にようや

く承認を公表 した。 しか もそれは公にはrプ ラウダ』で ごく僅かに報道 されただけであ った。

承認要請か ら承認に至 る時間の長さは無論の こと、そ もそ もベ トミンが政府樹立を宣言 した45

年から4年 以上 も経 ってか ら承認に踏み切 った事実はソ連が、ベ トナムを含む東南アジアに関

心が薄か ったことを示す。 しか しそれで も同様に抵抗政府を樹立 していたギ リシアの共産主義

勢力に決 して外交的承認を送ろうとしなかったことに比べればソ連のベ トミン承認は実は意外

なほど早いのであ り、中国の大半を制圧す るまでソ連の承認を得 られなかった中共の例と比べ

て も異例の早さである。 こうしたソ連の承認行為の背景には、アジアの共産主義運動の指導権

をめ ぐる中ソの角逐が推定で きそ うである。実際のベ トミン援助の面では、中共がほとんど一

手に引き受けたが、中共の援助には中国自身の国益を防衛す るとい う打算が多分に込められて

いた。同時にまた中共の対越援助はベ トミンの抗仏闘争を大 いに強化 したが、それで もベ トミ

ンの要求水準を下回 る限定的なものに留まっていた。べ トミン側 も中国の援助には感謝 もし表

向きは中国の指導に従 う姿勢は見せたが、その実、援助への過度の依存と中共の指導への併呑

は慎重 に回避す る方針を保 とうと努めていたのである。こうした中越 ソ三者三様の一種 「同床

異夢」的な関係 は三者と くに中越がいずれ も大部分自力で革命運動を進め自立的であ った こと

のいわば当然の帰結 ともいえようが、同時に如何なる関係にも完全な対立 もなければ完全な協
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調 もないとい うことを改あて教えて くれてもいる。発表後の討論の過程で、ソ連(旧)お よび

ベ トミンの当時の資料へのア クセスは容易ではないが利用可能な展望が開けてきたので、それ

らをも掘 り起こす必要があること、 こうした中越 ソの一枚岩とは言い難 い関係が当時の西側の

一部でも既に多少観察 されていたにも関わ らず、硬直的な東西対決へ と固定化す る東西相互の

「相互誤認」のプロセスを検討する必要があること、等が今後の課題 として浮かび上が った。

第2回 研究会

報告者 五島 文雄(大 阪外国語大学)

論 題 「ベ トナム共産主義体制の変革過程:75-92年 」

日 時 平成5年11月13日

場 所 東京大学山上会館

[発表要 旨]1954年 以来、ベ トナムは20年 余 りにわた って南北分断国家であった。1975年 、っ

いに北部の共産主義勢力が南部を 「解放」す るという形で、 こうした分断状況 に終止符が打た

れた。それ以来ベ トナム共産党は今日まで全土において 「社会主義革命」を遂行 して きたが、

この 「革命」の過程でベ トナム共産主義体制は徐々に変革されてきた。報告では、ベ トナムに

おける体制変革の様々な要因のうち、最 も基本的であ ったのは、ベ トナムをめ ぐる国際関係の

変化に対応 しつつベ トナム共産党が実施 して きた経済政策の変化であったとの報告者の基本的

な視点を明 らかに した後、この南北統一ベ トナムにおける共産主義体制の変革過程を4つ の段

階に分けて考察 した。すなわち、1)社 会主義経済セクターの生産力増大をめざ した市場 メカ

ニズム導入の段階一 体制変革の端緒 と強い られた経済改革の段階、2)非 社会主義経済セク

ターの生産力増大を も容認 しはじあた段階一 体制変革の本格化 と社会 ・政治改革の開始の段

階、3)ソ 越関係補完のために西側諸国か らの資本 ・技術導入に積極的となった段階一 体制

変革の促進 と強まる南部か らの変革の段階、4)西 側諸国からの資本 ・技術導入に依存せざる

を得ないと判断 した段階 体制変革の全般的見直 しと理論的基礎の模索の段階、以上である。

これ らの考察を通 して、ベ トナムにおける体制変革 はベ トナム共産党が中長期的な展望 に基づ

いて行なってきたというよりも、それぞれの時期における新 しい国内外の環境 に現実的な対応

を迫 られ、試行錯誤 しなが ら進 められてきたものであることを明 らかにした。 しか し、今 日の

ベ トナムは、ようや く 「カンボジア和平協定」の締結により国際的な孤立か ら解放され、経済

的に も自立のめどがた った ことにより、自らの主導権で革命をすすめられ ることになったこと

も強調 した。
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第3回 研究会

報告者

論 題

松岡 完(立 命館大学)

「東南ア ジア統合の模索 一1950年 代 ア メ リカ の 同 盟 再 編 戦 略 」

日 時 平成6年1月22日

場 所 湯島会館 東京ガーデンパ レス

[発表要 旨]現 代アメ リカの外交史を専攻する立場から、アメリカの外交政策決定過程の中で

東南アジアという地域がどのように認識されて きたかにっいて、とくに1950年 代のアイゼ ンハ

ワー政権期を中心に振 り返 った。同政権の 「ニュー ・ル ック」戦略は一般に、核報復能力の増

強 と西側同盟体制の再編強化 に依拠 した もの とされているが、 もう一っの重要な特質 として、

同盟諸国間の分業ではな く、む しろアメ リカを中心とする 「統合」を主要な課題 としたことが

指摘できるのであ る。その典型は対欧州政策であり、 ヨー ロッパ防衛共同体(EDC)を は じ

め統合された強力な西欧を創出す る試みと並行 して、西欧とアメリカ、カナダの緊密化が図 ら

れた。同時に、中国大陸の共産化や朝鮮戦争の長期化、イ ンドシナ戦争の激化、 といった情勢

の中で、アメ リカの東南アジアへの関心、とりわけその地域 としての統合の必要性 にっいての

認識が深まってい った。実際に、南ベ トナム、タイ、フィリピンなどの親米諸国の統合は、軍

事同盟の面だけでな く、経済 ・政治 ・文化な ど多岐にわたる面を も包括 し、それぞれの国同士

の交流 を深めることも目的にしていたほか、 日本や韓国、台湾 さらにはイ ンドといった諸国 も

いずれ長期的にはその中に含めよ うとの構想 もあ ったのである。そ こには各国や各地域の多様

性 を容認 し、肯定す るのではな く、アメ リカ的な価値や社会体制を一方的に押 しつける傾向が

あ った。 こうした傾向はアメ リカをベ トナム戦争に導 く一っの要因 となった。 こうした考え方

が何か ら生 じて きたか、そ してそれが1960年 代以降どのよ うに変遷 していくのか、などの検討

は今後の課題である。

(2)研 究会以外の本研究課題に関わ る活動

主なものを本研究班参加者別にまとめれば以下のとお りである。

木之内は、平成5年10月 にイギ リスに出張 した際に、英国公文書館 において1940年 代および

50年 代の東南アジア情勢、とりわけイン ドシナ戦争、タイ、マラヤの共産主義運動を記録 した

英国外務省文書、イン・ド省文書、植民地省文書を検索 した。11月 にタイ、 シンガポール、イ ン

ドネシアに出張 した機会を利用 してポス ト冷戦期の東南アジア安全保障という観点か ら現地調

査を試みて もいる。また在 日中国人の助言 と指導を うけっつ、イン ドシナ戦争に関わ る中国語

資料の翻訳作業に も取 り組んだ。
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石井は、平成5年10月 と12月 の2回 にわたり広島大学平和科学研究センターに出張 して本研

究課題 に関わる資料文献類の調査 に当たったほか、広島および近辺の冷戦史研究者 との活発な

研究交流に努めた。また8月 にアメリカ、カナダに出張 した際も、現地で資料文献の渉猟 にあ

たるとともに、現地の研究者との幅広い意見 ・情報の交換 を行な っている。

松岡は、8月 に約2週 間近 く国立国会図書館において 「東南ア ジアと冷戦」に関わ る資料収

集を試みている。

五島は8月 に2度 にわたりアジア経済研究所で本砥究課題に関わる資料収集にあたって いる。

またその研究成果の一部を11月 に京都大学で開かれた 「東南アジア学 フォーラム」で発表 もし

た。10月 にはハ ノイ(ベ トナム)に 赴 き、ポス ト冷戦期のアジア ・太平洋における日本の役割

について講演を行なうとともに、現地調査 も進めた。

藤原 は作業補助者の協力を得て フィリピンの膨大な選挙データの コンピューター入力作業を

進め、その解析 に努め るかたわ ら、フィリピン現地に も足を運び、冷戦終結後のフィ リピン国

内政治の変容を追跡 している。

以上が個 別の研究活動の主なものであるが、 これ らと並行 して各自が本砺究課題に関わ る新

刊の書籍 ・資料類の購入に も常時っ とめたほか、平成6年!月22日 には、 「地域連関の論理」

の計画研究班主催の合同座談会に全員が出席 して、対象としての東南アジア像の形成を巡 って

活発な議論を展開 した。

4.研 究 の成果 とフ ロ ンテ ィア

本研究班 は 「東南アジアと冷戦」を研究課題と しつつ も、参加者の専門はイン ドシナを巡る

戦後国際政治史、アメ リカの対東アジア政策形成史、冷戦史、東アジア政治論、現代ベ トナム

政治 ・経済分析など必ず しも東南アジアのみに関心が特化 した者ばか りで はないが、そのこと

がかえ ってバランスのとれ、柔軟な議論と広範な意見交換を生んだと考える。研究会では、木

之内が第一次イン ドシナ戦争中期の中越 ソ関係の虚像 と実像を検証する試論を提示 し、と くに

中国語資料か らイ ンドシナ戦争をめ ぐる国際関係の考察に新たな可能性が見いだせることを示

した。松岡は、戦後アメリカの国際戦略という広い文脈の中で米国の東南アジア政策を統一的

に理解する方向性を明 らかに した。五島はベ トナム戦争終了後のベ トナムの国内政治 ・経済の

変容 と冷戦の終息の連関をベ トナム語資料に依拠 して実証的に説明 し、ポス ト冷戦期の東南ア

ジア政治の構図を理解す る糸 口を提供 した。
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5.今 後 の課題

基本的には全員が集 まる研究会と参加者個別の調査 ・資料収集という平成5年 度の活動形式

を今後 も踏襲 していく予定であ る。ただ し平成5年 度の活動を進めた過程で以下のような改善

すべき課題が浮かび上がった。第一 に、研究課題で扱 う地理的対象を東南アジア全域に手広 く

拡大す る必要 はないにせよ、現在の参加者の守備範囲はもっぱ ら東南アジアの主に東北部 にや

や偏 りすぎていることである。タイ、イン ドネ シア、マレーシア、 ビルマにも目を向ける必要

が確認 された。第二 に、東南ア ジアの冷戦の全体的把握を志向するといって も、それは東南ア

ジアの冷戦の全容を逐一網羅することを意味す るものではな く、またそ うした作業は不可能に

近い。全体的把握をあ くまでも目標 としっっ も、やはり或る程度は視角を限定 し、 また統一的

観点を設定 し、そこか ら全体を照射するという方法 は見いだせないかとの議論が交わされ、今

後 も全員で検討す ることとなった。第三に、平成5年 度は本公募班単独で活動することが多 く、

他班 と必ず しも密接 な連携と交流が図れなか った。 これは歴史学者、人類学者、農学者等 さま

ざまな構成員か ら成 る他のほとんどの班と異なり、本研究班が、優れて現代的な政治 ・経済を

扱い、また参加者 もそれを専門とす る政治学研究者のみから構成 されていることに起因 してい

ると考え られ るが、今後は積極的に異業種交流に も努めたいと考える。
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